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　事務所通信と最新情報

2022年4月から改正労働施策総合推進法が中小企

業にも適用され、全ての企業で、職場におけるパ

ワーハラスメント防止のため、雇用管理上必要な

措置を講じることが事業主の義務となります。

ハラスメントが起きる主な原因の一つに、自分で

は気づかないまま、偏った見方や思い込みに陥る

「無意識の偏見」（アンコンシャス・バイアス）

があります。目の前の一人の心音に心を傾けて、

相手をより深く知っていこうという行動の積み重

ねを通して、偏見が取り払われ、相手の心に届く

言葉が紡ぎだされるのではないでしょうか。

当事務所では、ハラスメントを予防する研修をは

じめ、ハラスメント相談窓口設置のご相談などに

対応しております。

ご一緒に社員の笑顔あふれる職場づくりに取り組

んでまいりましょう。

無意識の偏見を取り払おう
全ての企業でパワハラ防止措置が義務化

改正育児介護休業法の

施行スケジュール

無意識の偏見を取り払おう

地域型年金委員として

活動開始

本号の内容
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地域型年金委員

　　として活動開始
地域型年金委員は、厚生労働大臣から

委嘱を受け、年金事業について地域で

啓発、相談、助言などの活動を行う民

間協力員です。

当事務所では、日本年金機構と協力し

て、年金制度について広く地域の皆様

方に知っていただくとともに、年金制

度への理解と信頼を深めていただける

よう、活動を行ってまいります。

2020年4月から改正育児介護休業法の段階的施行

が始まります。この改正は早い時期から男性に育

児参加を促して女性の負担軽減を狙うものです。

施行スケジュールは、大きく３段階に分かれてい

ます。施行スケジュールを押さえ、もれなく社内

の制度の改訂を進めていきましょう。

Step1　2022年4月1日～
「育児休業を取得しやすい雇用環境の整備」

Step2　2022年10月1日～
「育児休業制度の変更、産後パパ育休の創設」

Step3　2023年4月1日～
「育児休業取得状況の公表義務化」

当事務所では、社員の定着に向けて、改正育児介

護休業法の施行に対応した就業規則の改訂のご支

援を行っております。

どうぞお気軽にお問合せください。

改正育児介護休業法の
施行スケジュール

「産後パパ育休」がスタート


